
仕 様 書 
 

１ 名称 

令和７年度堺市職員の子宮がん検診に関する業務 

 

２ 目的 

職員の健康管理の一環として、子宮がんの疾患を早期に発見し、治療につなげるため、

検診を行うものであること。 

 

３ 履行場所 

集団検診：堺市役所本庁（堺市堺区南瓦町３番１号） 

個別検診：堺市内に常設する医療機関等 

 

４ 検診実施期間 

契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 

５ 内容 

（１）検診内容 

① 問診 

② 医師による診察（視診・内診） 

③ 子宮頸部の細胞診（ベセスダ分類） 

（２）検診日 

検診実施期間内に、後記「７ 受検予定者数」に記載された人数の検診を完了するよ

う本市と協議の上、集団検診日と個別検診日を設定する（土・日曜日、祝日を除く。）。

ただし、集団検診は最低でも５日間は実施することとし、検診実施期間中に３６０人以

上が受検できる体制を整えること。 

また、受検者に３０分以上の待ち時間が発生しないよう配慮すること。 

（３）集団検診時の会場設営、撤収作業及び検診車の搬入 

会場設営、撤収作業及び検診車の搬入については受注者が実施し、集団検診会場の管

理担当者の指示に従うこと。 

また、新型コロナウイルス等の感染防止の観点から必要な措置を講じることとし、感

染拡大防止に努めること。 

（４）受付 

① 事前に本市から提供された受検者名簿に基づいて先着順に受付し、受付番号を付

すること。 

② 受検者から受検負担金（５００円）を徴収し、領収書を発行すること。 



（５）受付時間 

① 集団検診 

午後１時３０分から午後３時３０分まで 

② 個別検診 

本市と協議の上、決定する。 

受付時間は、その日の混雑状況に応じて開始時間を早める、又は終了時間を遅らせ

るといった対応をとることとするが、受付時間の短縮はしないこと。 

（６）経費の負担 

業務に使用する機材（機器・備品（受付会場の机・椅子を除く。））、衛生関係消耗品

及び一般消耗品は、受注者が準備するものとし、その経費は受注者の負担とする。 

（７）結果報告 

① 検診日毎に検診結果報告書を作成するとともに、精密検査を必要とする者（以下

「要精検者」という。）について報告すること。ただし、緊急に治療が必要であると

判断した者については、速やかに本市に報告すること。 

② 受検者については、検診票に記入した住所に結果通知を郵送すること。 

また、要精検者への結果通知には、医療機関宛ての紹介状を同封すること。 

③ 結果通知の送付に当たっては、窓あき封筒を使用し、結果通知を１枚にまとめる等、

誤送付が発生しない方法をとること。ただし、やむを得ず上記の方法が困難な場合

（紹介状を同封する場合等）は、複数名で封入物確認を行う等、誤送付が発生しない

よう作業手順を定めた上で、発注者の確認を受けること。 

④ 全受検者の検診結果データをＣＤ、ＤＶＤ等の電子媒体で提出すること。 

（８）臨機の処置 

受注者は災害発生時等緊急の必要があるときは、検診実施期間内に代替日を設定す

る等、臨機の処置をとることとし、処置の内容を速やかに本市に通知すること。 

（９）その他 

本検診の実施に当たっては、平成２０年３月３１日厚生労働省健康局長通知別添（健

発第０３３１０５８号）「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」及び

令和６年２月１４日厚生労働省健康・生活衛生局長通知別添（健生発０２１４第９号）

「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針の一部改正について」を踏ま

えた上で行うこと。 

 

６ 対象者 

本市より提供する受検者一覧に記載の者を対象者とする。 

 

７ 受検予定者数 

１，０５０人 

 



８ 秘密の保持 

（１）契約に関し、業務上知り得た事項を他に漏らさないこと。契約終了後又は解除後も同

様とする。 

（２）本市が提供した受検者のデータの秘密保持及び保護保管については、最善の管理体制

をもって厳重に管理すること。 

（３）受検者のデータを本業務以外に使用又は利用しないとともに、本市の承認なく第三者

に提供しないこと。 

（４）受検者のデータは、本業務終了後速やかに本市に返還すること。 

 

９ その他 

（１）契約締結後速やかに従事者名簿（氏名、資格）及び免許の写し等従事者の資格が確認

できる書類を提出すること。 

（２）検診実施初日までに結果通知の見本（コメント例等）を本市に提示すること。 

（３）別記「暴力団等の排除について」を遵守すること。 

（４）本業務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失又はき損の防止その他個人情報の適正

な管理に十分に留意すること。 

（５）緊急事態宣言の発令等、やむを得ない事由により本業務が中止となった際は、その後

の対応について本市の指示に従うこと。 

（６）その他、本仕様書に記載の無い事項については本市と協議の上、決定すること。 


